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マーケット総括

• 大阪のS・Aクラスビルは梅田を中心に賃料水準が上昇、特に上限値の上昇が鮮明となっている。大阪駅近
傍では空室が限られ、主要ビルの募集水準は4万円台後半に接近するなど、賃料の高騰が一段と進んだ。

• 一方、淀屋橋・本町など主要エリアでも上限値が押し上げられ、広域で強含みの地合いが継続している。空
室は広域で減少傾向が続いている。物件の大規模な新規供給が当面見込まれない中、需給の引き締まり
が市場全体の価格形成を支える構図が明確になっている。

• テナント側では、人材確保や企業イメージを重視した拠点選択が進み、梅田を中心に良質な床への需要は
引き続き強い。供給制約と選好の集中を背景に引き締まった需給と高水準の賃料が持続する局面にある。

時事テーマ(1)

Q．この半年で「移転・増床・減床の意思決定を左右する要因」として、
目立って増えたものはどれですか？（最大3つ）

Q．この半年で増えた「契約・条件交渉」のテーマはどれですか？
（最大2つ）
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【S・Aクラス】

以下の基準を概ね満たすもの（原則）

①築20年以内

②駅から5分以内

③基準階面積500坪以上

④延床面積10,000坪以上
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（注）(1)東京・大阪・名古屋計19社の回答を集約
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